権利条約後の障害者施策に関する政 策提言 プロジェクト： 7 月 11 日開催 第二回研究会
障害者自立支援法における利用者負担（応益負担）の社会政策的意味








　　　岡部耕典（早稲田大学）

■福祉サービスの応能負担と応益負担をめぐる制度と議論の変遷
１．利用者負担における応益負担と応能負担(p.186)
・応益負担：（医療や福祉における私的負担において）「治療や受給を『受益』ととらえその額や量に応じて負担額を逓減させる」（堀1983.p.322）私的負担方式

・応能負担：「対象者の経済的負担能力に応じて負担額を逓増させる」（ibid.）私的負担方式

２．措置制度における応能負担(p.186)
　各福祉法に設けられた「（当該措置に係る者または民法上のその扶養義務者から）その負担能力に応じて、当該措置に要する費用の一部を徴収することができる」という規定

　
基本的には「公私分離の原則」を回避しつつ民間資源にも依拠する（せざるをえない）ための便法
∴1960年代まで：利用者負担（応能負担）の軽減を求める議論が主流（社会保障制度審議会）

　　　↓　←「老人福祉施設入所費用公費負担の見直し」の答申(1970)
　1970年代：利用者負担（応能負担）の強化を求める議論へ転換

　　　↓　←第二次臨調

　1980年代：費用の全額を対象とした徴収強化の方向が強調
　　　※その正当化のロジックとして…「受益者としての利用者負担」：「受益者負担」論

３．「受益者負担」論(p.187)
受益者負担：「行政施策による直接的かつ個別的な便益の見返り」としての利用者負担

利用者負担の正当性を主張するロジックの登場

※ただし、前提となる負担形式は応能負担：「応分の負担があることが自助意識の助長につながる」

４．「公私の役割分担」論(pp.187-188)　

1980年代後半～90年代半ばに活発化（特に地方財政論の見地から）

　・行政サービスには純粋公共的なものと私的利益性を含むものが存在
　・私的受益者からはその受益に応じた負担金を徴収するほうが公平であり効率的
　・私的便益には私的な費用負担（自己負担）公共的便益には公共的な費用負担（租税）を
　・部分的困窮者に配慮して行政サービスをすべて無償化することはむしろ社会正義に反する


　行政サービスの自己負担を（稼得能力に応じた）応能から(受益に応じた)応益に転換する議論

　※ただし、応能負担＝定率負担と明確化されてはいない。
５．介護保険における応益負担の制度化

　負担で焦点化されたのは保険料の問題（≒「税か保険か」の議論）

　利用者負担については審議会だけでなく介護対策本部内でもほとんど議論はなかった。（←増田）

　「公費方式では…所得に応じた応能負担、…社会保険方式では受益に見合った応益負担…」

　応能負担は「中間所得層にとって過重な負担になる恐れ」という言及


「公私の役割分担」論の是非を正面から論じることなく、①健康保険等の他の社会保険方式との整合性及び②対象拡大の主役である中間所得層への配慮から介護保険制度の応益（定率）負担方式は実現
６．障害者自立支援法(p.189)

「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」(2004.10)のロジック（本文「図１」参照）

　・「制度の公平性と持続可能性の確保」のために「利用者の公平な負担と財政責任の確立」が必要

　・「財政責任の確立」⇒「国・都道府県の補助制度の見直し」≒在宅支援費の義務的経費化
　・「利用者の公平な負担」⇒「利用者負担の見直し」≒応益（定率）負担の導入


「公私の役割分担」論ばかりか、「中間所得層の負担軽減」も論じられず。
当時の障害保健部長塩田氏からは、「応益負担の導入が支援費の予算確保と居宅支援費の義務的経費化を財務省に説得する条件」と再三いわれ、グランドデザイン案提示時点の政策動向が完全に介護保険との統合を求めるものであったこと（←審議会等の傍聴、障害者団体との「勉強会」での発言等）からは、①財務省の説得材料あるいは／及び②社会保険方式との整合性が応益（定率）負担導入の根拠として顕在化していたという印象がある。
つまり、障害者福祉における利用者負担形式として応益（定率）負担が提起されたのは、①費用の一部の徴収による財政負担の軽減）という財政的理由でも②「受益者が受益に応じた負担をすべし」という規範的理由でも、③「中間所得層の負担軽減」という政治的理由でも／ですらなく、最終的な「障害福祉の保険化」（≒保険料による財源確保）
を財務省への説得材料として示しつつ、そこへ向けての最大限の努力（グランドデザイン案の提示）をもってして「介護保険との統合」が不成立の場合でも税による制度によって予算確保を求めるための制度的担保とされた可能性が高いのではないだろうか。
＜確認しておきたい点＞

○福祉サービスにおける利用者負担は戦後の「公私分離の原則」のもとで私費を「活用」するための便法（便宜的な手段）として開始された。（従って、応能負担（払える者からとる）が大前提）
　○「公私の役割分担」論が、公共サービスの利用を「益」ととらえ負担を求める議論を展開した際にも、基本的に問われたのは「利用者負担」そのものの是非であり、応益負担＝定率負担という明確な前提はなかった。

　○介護保険制度の開始により、福祉サービスの制度に初めて応益（定率）負担が導入されたが、それは「社会保険制度との整合性」が主たる要因であり、応益（定率）負担の是非についての議論はなかった。
　○障害者自立支援法の成立により、社会保険制度以外の福祉サービスの制度に初めて応益（定率）負担が導入されたが、それも「介護保険制度との整合性」の確保が主たる要因である可能性が高く、ここでも応益（定率）負担の是非についての議論はなかった。

※福祉サービスの利用における応益（定率）負担そのものの意義と是非について、きちんとした議論がおこなわれその是非についての合意形成がなされたことはない。（手続き的問題）
■京極反論の論点？…応益（定率）負担と応能負担の比較検討
１．京極「費用負担ボックス」論の確認　…図１（京極2008b,p.5）
Ｃ型：応能負担（応益的公私共同負担型）
　　「①国民の所得格差が大きく、かつ公的負担もさして望めない社会で適合的なパターンであり、いわばＡ型（注：全額公的負担）とＢ型（注：全額私的負担）の②妥協の産物であるといえる。とくに社会福祉サービスの普遍化にとって、③利用者間に差別的料金を持ち込むことでスティグマを温存したり、また④税制の不公平性とのかかわりで不公平感をむしろ助長するきらいもある。」（京極2003,p.298-299）
Ｄ型：応益負担（応能的公私共同負担型）
　　「⑤低所得者には負担を強いてまずいが、⑥高所得者には軽易すぎる負担といった問題性がある。しかし、⑦所得保障が確立すると教育や医療等の他の公共サービスと同様に⑧同一のサービスには割安の同一料金の方が公平かつ簡素であるというメリットをうみ出すように思われる。」（京極2003,p.299）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※傍線及び傍注は報告者
②は基本的に同意する。だが、（80年代は別として）所得格差が広がる90～2000年代はまさに①でもある。

④との関連で考えると③の力点は「（低所得者の感じる）スティグマ」よりも「（中高所得者が感じる）差別的料金」のほうにあるのではないのか。
　　⑥を認めかつ利用者負担の一定の需要抑制効果も認めるのならば「中高所得の利用者への濫給」はやはりありえるということではないのか。
そして現実には⑦の前提がなく⑧が主張されるならば、応益負担はだれにとってのメリットか。中高所得層の「益」と低所得層の「不利益」ではないのか。
２．「概念図」の比較   …図２（京極2008b,p.5図２）と図３（京極2008b,p.6図３）の対比

　・図２は「応益負担の理論的な観点からの検討」を示しているが、図３は「障害者自立支援法の減免された応益負担」となっている。

　・図３で「階段状」となっているところは、応益負担に上限があることを表したいのだと思われるが、

　 低所得層でも「上限まで」は原則１割負担であることからは、この図は適切といえるだろうか。

３．「利用者負担の諸機能」修正版（京極2009,pp.3-4）の検討

○財源確保

「歳入確保につながらなくても…財源確保となる」　

→「呼び水効果」と同じ意味では？

　○需要コントロール

　　　低所得者は「２～３％の抑制に留まる」

　　　中高所得者は「需要増進の意味もあり…」

　○濫給防止

　　　「有料だとフリーライダーを防止…ただし（自立支援法では）ほとんど聞かれない」

　　　「中高所得層は…かえって利用が増えた」

　○シンボル効果（又は権利性拡張）

「（１割負担の）介護保険では…堂々と胸を張って使える」「（減免した）自立支援法は１割ではない」

　○呼び水効果　…「オリジナルな問題提起」

　　　　「まったく負担のない公的サービスについては、財政的見地からサービス供給に制約を加えられること（厳しい財政規律）が、これまでもしばしば見られ…多少の負担をしていれば障害者もいろいろと意見をいう言うこともでき、サービス供給量を増やすことも要求できる」

　　　　→仮にそのような「効果」があったとして、１％の負担者と１０％の負担者の「要求」力は同じか？

※中高所得層の利用促進とそのための財源確保（「呼び水効果」）が「応能負担の（減免された）応益負担化」のメリットということになる。
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� 京極(2003,2008a,2008c,2009)が引用するジャッジやルグランの議論も定率負担を前提としたものではないことに注意してほしい。
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